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年 . 月 年齢 出来事
1924. ９ ０ 栃木県足利市に誕生
1943. ３ 18 栃木県立足利中学校卒業
1943. ４ 18 水戸高等学校（旧制）　文科甲類入学
1944. ９ 20 陸軍に現役入隊
1945. １ 20 豊橋第１陸軍予備士官学校に特甲幹として入校。負傷して治療中に終戦。
1947. ３ 22 水戸高等学校（旧制）　文科甲類卒業











1957. ３ 32 東京都立教育研究所研究部指導主事　（〜 1966）
1957.11 33 東京都立教育研究所三鷹分室が発足、勤務。（〜 1965）

















1965. ４ 40 東京都立教育研究所研究部（本所）に勤務。（〜 1981）




1972 47 文部省生徒指導資料第８集作成協力者 
1973 48 文部省「カウンセリング技術指導講座」講師  （〜 1979）
1974. ４ 49 東京都立教育研究所相談部長（〜 1980）
1979 54 総理府「青少年の自殺問題に関する懇話会」委員
1980. ４ 55 法政大学文学部非常勤講師兼任 （〜 1982）
1981. ３ 56 東京都立教育研究所退職
1981. ４ 56 武蔵野短期大学教授・副学長（〜 1988）
1981 56 日本学校保健会「精神の健康委員会」委員  （〜 1982）
1984 59 総合研究開発機構（ＮＩＲＡ）　研究協力委員  （〜 1985）
1984 59 東京都児童福祉審議会委員  （〜 1989）
1988. ４ 63 早稲田大学人間科学部教授  （〜 1991）
1989. ４ 64 東京都教育委員会「学校不適応検討委員会」委員長  （〜 1992. ３）
1989. ５ 64
文部省生徒指導資料第 21 集、生徒指導研究資料第 15 集作成協力者会議
委員（〜 1990. ３）  
1990. ２ 65 日本学校教育相談学会設立　初代会長（〜 1999）
1991. ４ 66 早稲田大学大学院人間科学研究科教授（〜 1995）
1995. ３ 70 早稲田大学大学院人間科学研究科退職
1999. ８ 74 日本学校教育相談学会会長退任




















































































































































1971 年 コメントタイトル 1972 年 コメントタイトル
４月号 学級担任の行なう教育相談 １月号 停学処分という名の指導をめぐって
５月号 臨床的研究法による事例研究 ２月号 教育相談の心（マインド）とはなにか
６月号 学級における問題児の指導 ３月号 一人ひとりをいかす授業
７月号 教科指導を通しての教育相談 ４月号 教育相談の新分野を開拓する
８月号 理解的なカウンセリングを支えるもの ５月号 生徒指導と教育相談の融合点
９月号 カウンセリングのキーポイント ６月号 教育相談係としての地道な実践
10 月号 観察による児童理解と指導 ７月号 訪問による面接の問題点　
11 月号 一対一の面接のもつ意味 ８月号 担任による一対一の指導の意味


















初級講座（全 11 回） 中級講座（全 23 回）
















































10 テストの活用と留意点 21 教育相談室の運営
11 親とのかかわり 11 事例研究会の進め方 22 校内研修の企画と運営
23
学校教育相談の定着化の
ために
表  都研における「スクール・カウンセラー養成講座」のカリキュラムに沿ったテーマ
学校教育相談に関する教員研修の変遷
–	192	–
名古屋女子大学紀要　第 55 号（人文・社会編）
として行います。残りの二一回は、五月から七月、九月から十二月まで、毎週一回の割で継続
的に実施されるので、かなりハードな研修です。中級講座の大きな特徴は、演習や実習などの
体験学習が多くなることです。」「現在東京では、中級講座の定員が三三〇名、応募者が七〜
八〇〇名くらいという競争率です。」「上級講座…は、定員一五名で約二〜三倍の受講希望者
の中から試験(論文と面接)によって選ばれます。合格すると、学校に籍を置き、水曜と土曜以
外は都研相談部に内地留学をして、書院と一緒に生活をしながら研修に明け暮れます。こうし
て一年を終えると、二年目は学校に戻り、週に一日だけ都研に通ってスーパービジョン(指導)
を受けることになります。」　
東京都教育委員会は、小中学校の全教員が初級講座を受講するシステムを作ったのである。
その「スクール・カウンセラー養成講座」は、『月刊生徒指導』に掲載されていたテーマとは
違って、理論も技法も原理から応用までじっくりと扱われている。時間をふんだんにとって、
子どもを理解し、育むことができる教師たちを育てていきたい、そして学校教育相談を担う
リーダー的な教師たちも育てていきたい、という思いが伝わる内容である。
５　小泉の業績の検討
まず、小泉が都研という専門機関で教育相談を行いながらも、学校教育相談の世界を切り開
くことになった理由を探ることにする。
小泉は、部長を務めた都研相談部を定年退職した1981年に「さよなら講演」を行っている。
その中で「相談と研究と研修の三つのバランスを、絶えず取りながらやっていく」ことを心が
けた、と述べている22。「相談」とは、都研でおこなってきた相談活動を、「研究」とは都研
相談部で毎年テーマを決めて行ってきた調査研究活動を指している。そして「研修」は、所内
の職員に対して行うものと、都内の公立学校教諭に対する学校教育相談の充実と普及と深化を
目指したものを指している。さらに小泉は、学校教育相談に関して次のように述べた。「（教
育相談を都に、全国に普及させることと）学校教育相談の充実・普及というようなことは、…
車の両輪ではないですけれど、いつも考えていたわけです。」その理由を小泉は講演の中で次
のように語っている。「今でも忘れませんが、（昭和）41年ごろでしたか、（教員数名に）集
まってもらって、学校教育相談についてフリーディスカッションするというようなことを…何
回かやったわけです。そのときの話合いの中で…教師中心の外側から規制する働きかけと、生
徒中心の自己決定や洞察を援助する、二つの指導の機能・働きが、学校教育のなかで統合され
なくてはいけないのだという考え方も、そういうディスカッションのなかから、私の中で生ま
れてきたものなのです。」
これらの言葉から、小泉は現場の教員の中に生徒中心の自己決定や洞察を援助するという視
点が不足していると考え、それらの力を育てる必要性から学校教育相談の教員研修を発想した
ことがわかる。それは、1966年ころのことであるが、学校教育相談の教員研修は1955年には確
実に始まっていたので、これまで漠然と感じていた学校教育相談研修の必要性がこの時期に小
泉の中ではっきりと理論化された、と取ることができるだろう。
次に、小泉が義務制の全ての教員に学校教育相談の研修を受けさせたいと考えた理由を考え
たい。これについては、小泉の「教育の本質と教育相談」という講演にその基本の考えを見る
ことができるので、その部分を抜粋する。
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「学校教育相談を考えたときに、…外部の非常勤の人を雇う形は、雇った人は週に１回とか
２回とかくるけれども、全体の先生は管理的・訓育的に取り締まるという形になりやすいわけ
です。そして、外側から規制し働きかけていて、表面化する問題の生徒をカウンセラーのとこ
へ頼むという形になるわけでしょう。そうすると、これは、辛辣に言えば、自己矛盾なので
す。つまり、自分のところでいろいろな問題生徒を作り出しておいて、それを自分で頼んだ先
生に委託して治してもらおうというわけですから。こちらは（問題）生産者側でもう一方は解
決者側という自己矛盾になってしまうわけです。…先生の中で（教育相談の）勉強をした人が
…子どもを受け入れて、子どもの気持ちをよくわかってあげる。そういう先生としての態度を
とりながら、一方では担任としてぴしっと締めたり、あるいは叱るときには叱るということは
ちゃんとやっていく。すべての先生の中にこの両面が動きながら、ある先生は専門的に少し勉
強したから相談係をやってもらう。そして、この先生が限界を感じたり、それを越えたケース
に関しては、専門の相談機関を頼む。」xxii
これは、まだ専門家によるスクール・カウンセラーの導入が始まっていない1984年に語られ
たものであるが、示唆に富む言葉である。小泉は専門家を排除しようとしているわけではな
い。難しいケースまでも担任で抱え込んではいけない、専門家と連携するように、ということ
も言っている。しかし、専門家との分業が進み、教師の仕事が学習指導と規律を守らせること
に特化してしまう危険があると小泉は考えた。ここにも小泉のバランス感覚を見ることができ
る。
小泉は、学校教育に役立つ心理学的アプローチを模索した。全ての教師が子ども理解と適切
な対応ができるための理論や手法を探しては研修に織り込んでいった。それは教師がそれらの
理論や技法をクラスで活用できるようなマネジメントの方法も含んだ研修内容となっていっ
た。
早稲田大学を退職する1995年に小泉は次のように書いている。「私の信条は、学校現場、教
師との連携を大切にすることである。教師は仲間であり同僚であるという意識を常に強く持っ
ていた。そして、心理臨床も教育臨床も決して一部の学者や研究者のものではなく、教育に役
立ち、教師を援助するものでなくてはならないと常に心がけた。…教師と話し合える関係をつ
くり、連携をとれなくてどうして子どもや親を援助することができるだろうか。」xxiii
ここから、小泉が現場の教師に心理臨床の世界を紹介しただけではなく、心理臨床家たちと
教師や教育の世界の、いわば橋渡しをする意識も持っていたことがわかる。自身も心理臨床家
として活動していた小泉であったが、都立高校の教師を経験していたことがこのような教育現
場への親和性を生んでいるのであろう。そして、臨床で出会う子どもや保護者、研修の中で出
会う教員たちを通して、教育現場の課題は、学校教育相談を校内に普及させることによってか
なり解決できると考えたことが、学校教育相談の充実・普及への希求につながったといえる。
６　おわりに
本稿では、日本独特とされる、全ての教員によって行われる学校教育相談がどのように生ま
れ普及してきたのかを小泉資料を中心に整理し検討を試みた。都研の創設時から教育相談にか
かわっていた小泉が、その前に都立高校の教師として働いていた時代があったこと、もともと
小泉の職務の一つとして最初から教員研修が明記されていたこと、教育相談の教員研修は全国
学校教育相談に関する教員研修の変遷
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でも前例がないために、教員と相談し試行錯誤しながら研修内容を作り上げていったために、
現場のニーズをすくう内容になっていったことがわかった。とはいえ、初期には都研で行って
いた治療的な教育相談が学校になじまなかったり、黙って話を聞くことだけが強調されてし
まったカウンセリングが研修に導入されたために学校から受け入れられなかったりという時代
もあった。そういう経験の中で、学校のためになり、よりよい教育支援になる「学校教育相
談」の在り方と、その研修内容や研修形態が模索された。小泉の構想を受け継いだのは次に教
育相談部長になった緑川尚夫であった。東京都の「スクール・カウンセラー養成講座」のよう
な学校教育相談の教員研修体系を具体化した。これは、初級・中級・上級と三コースに分か
れ、初級は義務制の全ての教員が受講するシステムになっていた。中級は学校教育相談の核と
なる教員を育てることが目的で、希望者が受講対象者だったが、中級までの合計研修時間だけ
でも150時間近くになるというものだった。また、上級は、希望者から試験で選抜し、学校現
場をはなれ、内地留学という形式で、都研相談部で所員と一緒に教育相談活動を行うというシ
ステムになっていた。当時の社会風潮が、校内暴力・不登校・いじめといった問題行動には力
だけでは解決が望めず、心のケアが必要であるという流れになってきていたことも学校教育相
談の普及の追い風となった。
「スクール・カウンセラー養成講座」は、中級の受講希望者も多く競争率は２倍をはるかに
超えた。初級講座受講者の満足度の高さと、学んだことが現場で役立っている実感が、この数
字から推察できる。都研で開発された研修体系は、全国の自治体における研修プログラムの参
考とされた。
小泉は、心理臨床で用いられている技法や理論で教育に役立つものを教員が取り入れること
ができるように促し、心理と教育をつなぐ役割を果たした。一方、学校教育の中でそれらが行
われることが子どもの知性と心の成長に必要であると考えて、専門的な心理臨床家が直接学校
の中に入って活動することには警鐘を鳴らした。心理的なケアを専門家が行い、教師が学習活
動と生活の規制を行うという分業がなされることの悪影響を心配したからである。小泉は、そ
の危険性を「自分のところでいろいろな問題生徒を作り出しておいて、それを自分で頼んだ先
生に委託して治してもらおうという…自己矛盾になってしまう」と表現している。
しかし、現在では教育予算の縮小の中で、成果もあがっていると見られていた都研方式の学
校教育相談に関する教員研修は、大幅に削減されてしまっている。また専門的な心理臨床家が
スクール・カウンセラーとして導入され、スクール・ソーシャルワーカーの導入も始まるな
ど、学校における相談は諸外国と同様に専門家の手にゆだねられる傾向に拍車がかかってき
た。そして、小泉が心配した「自己矛盾」の危険は回避されないまま、教育予算はさらに削減
されつつある。非常勤の専門家を雇って、常勤の教員数を最小限にとどめる方向に動きつつあ
る事態が抱える危うさを、小泉は25年も前に語っていたのである。
以上述べたように、教育を巡る状況は厳しいが、一方現代は、スクール・カウンセラーやス
クール・ソーシャルワーカーといった専門家が教育現場に入ってきて、専門家の存在が以前よ
りはるかに身近になったという面もある。情報機器も飛躍的に進歩した。それらを活用するの
は良いが、個々の教員が学校教育相談を学び続けることで子ども理解を深めより良い対応を探
る必要性は依然として変わっていない。今後の課題としては、学校教育相談の教員研修が教育
現場にどのような影響を与えたか、ということを調査検討するとともに、今の時代にあった実
現可能な研修の形を模索することである。
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